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第２回「電子自治体の取組みを加速するための10の指針」
フォローアップ検討会資料

大規模団体へのクラウド展開に
向けてのAPPLICの取り組み

平成2７年2月2日
一般財団法人

全国地域情報化推進協会

資料２
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地域情報プラットフォームの取り組み
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地域情報プラットフォームの目指す地域情報化

地プラ
住基 税 国保 介護 防災

A市

総合窓口

総合窓口サービスなど住民利便性の
高いサービスが実現できます！

地プラの統合基盤を活用すると、総合窓
口サービスなど、庁内のさまざまな業務シ

ステムが持つ情報を組み合わせた、住民に

とって利便性の高いサービスを提供するこ

とが可能となります。

地プラ
B市住基 B・C市税 B・D市国保 B市・E町 ４市町介護

B市・C市・D市・E町
の自治体クラウド

マルチベンダー化によりコスト
削減効果が期待できます！

多数のシステムベンダーが競い合って

より良いシステムを供給していますの

で、ベンダー間の競争意識が働き、

情報システムのコスト削減につながり

ます。

番号制度に対応します！

番号制度に対応した

“地プラVer.3.0”
を策定中です。

これにより、情報提供ネット

ワークシステムを活用した団

体間での情報連携がスムーズ

に行えます。

クラウドにも有効！

業務システムと基盤システム

（データセンター）を、別々に

選定できますので、段階的なク

ラウド移行時の情報連携もス

ムーズです。また、クラウドを

採用してもロックインを防ぐこ

とができます。

共済組合等

都道府県

国の行政機関

番号制度により
情報連携する機関
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地域情報プラットフォームで実現するマルチベンダ環境

番号制度対応

９０％の団体に導入

 複数のデータセンタを活用しマルチベンダを実現する場合は、連携基盤システムを導入しない
と実現が困難と考えている

 マルチベンダ環境下において、地域情報プラットフォーム準拠の標準仕様はデータ連携時等
に効果的であった。新旧システムともに準拠製品であったことにより、データ移行費用を抑制
することができた

地域情報プラットフォームを導入することでオープン化可能

自治体の声
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地域情報プラットフォームの普及ノウハウを活用

既に９０％以上の団体に普及させた地域情報プラットフォーム

地プラ対応製品順調にリリース

77社801製品、主要製品をカバー
相互接続検証済み製品256製品

既に基礎自治体の９１％に導入

地域情報プラットフォームをベースとすることで広く普及可能
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地域情報プラットフォームの効果

地プラ稼働自治体と非稼働自治体における保守経費の比較

地プラを利用している
自治体は、未採用の自
治体に比べ、３割近い
コスト削減となってい
ます。

地域情報プラットフォームの活用により経費削減が可能

オープンパッケージのマルチベンダ対応が促進されることで
システム経費の大幅な削減が実現されている
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地域情報プラットフォームの効果

北九州市（人口約98万人）では、プライ
ベートクラウドを構築しています。
このシステムは「システム基盤」と「業務アプ

リケーション」を分離調達した完全なマルチベ
ンダー環境であり、業務システムと基盤機能
の両方に地プラを採用した全体最適モデル
になっています。
北九州市では、システム再編に合わせてワ

ンストップサービスを導入していますが、地プ
ラによるマルチベンダー化が実現したことに
より、特定のベンダーの製品に限定する必要
がなくなり、業務システムごとに最適なシステ
ムを選択できるようになったため、職員への
負担が少ないシステムになっています。

北九州市基幹システム

リビルド
（税、国保等）

電子決裁
システム

総合窓口
システム

業務アプリケーション

システム基盤

統
合
運
用

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

データ、処理連携機能
（PF通信機能、PF共通機能）

ＯＳ・共通ミドルウェア・共通機能
（バッチ・ポータル）

Ｌｉｎｕｘ ＷｉｎｄｏｗｓＬｉｎｕｘ

Ｗｉｎｄｏｗｓ

バックアップ

ミッドレンジ

ストレージ
ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ

ストレージ
管理
サーバ

ＡＰ/Ｗｅｂ
サーバ

統合ＤＢ
サーバ

ハードウェア高信頼性
（Ｎ+１構成）

その他
周辺機器

リホスト
（福祉、財務等）

個別
ミドルウエア

仮想化

統合ＤＢ

ＤＢ

ＤＢ

※地域情報PF標準仕様準拠

※地域情報PF標準仕様準拠

北九州市の事例
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１．対象自治体 奈良県内の２市５町※ （人口約２３万人）

※ 香芝市、葛城市、川西町、田原本町、上牧町、広陵町、河合町

２．対象業務、導入時期 住民情報系、税務、国保、年金、福祉医療系、介護などの２２業務ユニットについて、

平成２３年度から２５年度にかけて順次導入

３．システムの方式 ノンカスタマイズのアプリケーションパッケージ利用

４．データセンター ＮＥＣデータセンターでの集中運用

※ 通信回線はＬＧ－ＷＡＮ利用
５．効果
(1) サービス向上効果

システム保守関係職員のリソースを住民向けサービスに積極的にシフト 等

(2) 業務改革支援効果
① 財源創出効果

10年間平均５０％のコスト削減見込み（汎用機利用の団体で６９％、オープン化していた団体でも３１％の削減）

② 定数創出効果
各町村には原則としてシステム開発・運用管理要員は不要。

(3) その他
制度改正等への一括対応やＢＣ（事業継続）／ＤＲ（災害対策）の構築

地域情報プラットフォームの効果

奈良県基幹システム共同化検討会の事例

出典：Future Vol．１５
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１．対象自治体 神奈川県内の全町村（１４町村※１ 人口約３０万人）

※１ 葉山町、寒川町、大磯町、二宮町、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、真鶴町、湯河原町、愛川町、清川村

２．対象業務、導入時期 住民記録、住民税、国保資格、財務会計等の４６業務（印刷、配送業務を含む）

３．システムの方式 フルパッケージ（ノンカスタマイズ）のマルチテナント対応により、他の自治体の単独追加
参加も可能

４．データセンター 湘南データセンター（日立 神奈川県中井町）
※ 通信回線は広域イーサネット活用（ネットワークの集中監視を含む）

５．効果
(1) サービス向上効果

総合窓口対応機能・業務フローサポート機能 等

(2) 業務改革支援効果
① 財源創出効果

32％のコスト削減（５年間のシステム運用費）

② 定数創出効果
各町村には原則としてシステム開発・運用管理要員は不要。

(3) 今後の拡張性の確保
制度改正等へは一括対応。

地域情報プラットフォームの効果

神奈川県町村情報システム共同化推進協議会の事例

出典：Future Vol．１５
地域情報化広域セミナー2012 in 郡山資料
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クラウド間連携に関する標準仕様強化

「多様なクラウド環境下における情報連携基盤構築事業」の成果を活用し、
クラウド間の情報連携も可能とするセキュリティ等の強化を検討

出典：総務省「多様なクラウド環境下における情報連携基盤構築事業」資料

総務省事業と連携し、さらなるクラウド対応を推進している
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番号制度へも完全対応を進めている

今年度作成のVer3.0で番号制度に完全対応

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

番号制度

付番

利用開始
対応

情報連携
開始対応

▲5/24
番号関連四法案成立

H27.10 ～ 付番開始

H29.7 ～
情報連携開始

（自治体）

H28.1 ～ 番号利用開始

H29.1 ～
情報連携開始（国等）

Ver 2.6策定
▲H26.3末 Ver 2.6 リリース

Ver 3.0策定APPLIC

自治体

▲H27.3末 Ver 3.0 リリース

団体内
連携テスト

総合運用
テスト

既存システム改修

連携テスト

連携テスト

既存システム改修

既存システム改修

APPLIC

自治体

団体内対応（別表Ⅰ）

団体間連携対応（別表Ⅱ）
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番号制度へも完全対応を進めている



Page 13 Copyright 2017, The  Association for Promotion of Public Local Information and Communication

高付加価値サービス導入成功例

共通基盤による情報連携で戦略的な窓口サービスを提供

ニーズは大きいが実現している団体は少ない現状
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高付加価値サービス提供が可能に

クラウド化により標準化、共通化が進むことにより、
高付加価値サービスが実現可能に

クラウドにより高付加価値サービスを目指すことが可能となっている

従来 クラウド時代

• 自治体ごとにシステム構成がバラバラ
• 予算規模で共通基盤の導入ありなし
• 情報を高度に活用した総合窓口などの
サービスが実現できている団体とできて
いない団体の差が大きい

• システム規模、構成がある程度統一
• 小規模団体でも共通基盤の導入可能
• 総合窓口などの高付加価値サービスも
横並びに導入できる

• アウトソーシングの促進などのコスト低
減策など総合的な対応が可能
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地域情報プラットフォームを活用したクラウドモデル

高付加価値サービスの実現に向け、地域情報プラットフォーム
を活用した戦略的なクラウドモデルを構成

クラウド
基幹系業務ユニット

情報連携基盤

総合窓口
高付加価値サービス機能

業務共通要素基盤

Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
１

Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
２

総合窓口、ワンストップ、PUSH型
サービスなどの機能標準

高付加価値サービスの基礎となる情報連携。番号制度・条例対応

業務システムアーキ
テクチャの統一
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地域情報プラットフォームを活用したクラウドモデル

番号制度対応の庁内連携を条例含め一体管理

データ、業務プロセス、条例の一体的管理を
クラウドの標準機能として検討整理できる

番号制度下では特定個人情報の庁内連携にも条例が必要

例えば総合窓口のための情報
連携にも条例が必要。
どの業務のどのデータがどのよ
うなプロセスで連携するのか、
そのための条例は？

連携データ項目は標準化済み
標準的な業務プロセスと対応した条例モデルを整備する
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地域情報プラットフォームを活用したクラウドモデル

高付加価値サービスの機能を標準化し導入コスト削減

総合窓口にせよワンストップサービスにせよ定義があいまいで
団体ごとの独自導入となりコスト高に

最低限実現すべき機能を明確
にして標準化すれば運用などの
アウトソーシングも容易になる

総合窓口や運用管理などの各サービスの機能を検討整理

高付加価値サービスを標準機能として検討整理できる
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地域情報プラットフォームを活用したクラウドモデル

次世代クラウドモデルとして業務共通部分の標準化

第二ステップとしてクラウド基盤部分のカバー領域を拡大する
法改正などの影響を受けるビジネスロジックとの切り分け

業務共通な機能部分の整理を
クラウド時代に合った形で再構
成する必要がある

クラウド時代のコスト削減モデル、大規模団体を含めたクラウド
利用メリットを最大化する共通機能群を再構成する

業務共通機能をクラウド基盤に切り出すことによる
業務システム構築コストの削減も視野に
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大規模団体のクラウド化促進
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大規模団体システムのオープン化

地域情報プラットフォームを活用したPKG適用

オープン化による
導入コスト低減（多彩なハードウエア）
運用コスト低減（運用ツール、非専門要員）
法改正対応などの保守コスト低減（PKG側対応）

調達公平性の確保、マルチベンダーの実現
→ ベンダーロックの解消とコスト適正化

 業務の標準化でシステム導入費用削減、導入スケジュール遅延防止、
導入後の法改正対応などのメンテナンス費用の削減が可能に

 標準的とされるパッケージを選定し、思いきって業務をパッケージの機
能に合わせるべき

パッケージ適用、マルチベンダ対応は必須課題である

自治体の声
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自治体のクラウド導入状況

中小団体に比べ、大規模団体のクラウド化が遅れている

現状（平成２６年４月１日現在）（1,742団体中） 次期更新時のシステム形態（予定）

※基幹系システム（住民情報、税務、国民健康保険、国民年金、
福祉関連システム）のいずれかにおけるクラウド化の状況を調査したもの。

自治体クラウド

211
12.1%

単独クラウド

339
19.5%

オープン

（ハウジング）

191
11.0%

オープン

（自庁）

938
53.8%

メインフレーム

61
3.5%

未導入

2
0.1%

自治体クラウド

587
33.7%

単独クラウド

471
27.0%

オープン

（ハウジング）

160
9.2%

オープン

（自庁）

490
28.1%

メインフレーム

28
1.6%

未導入

3
0.2%

注・無回答

3
0.2%

2

自治体クラウド

7
5.2%

単独クラウド

31
23.1%

オープン

（ハウジング）

29
21.6%

オープン

（自庁）

63
47.0%

メインフレーム

3
2.2%

未導入

1
0.7%

自治体クラウド

2
1.5%

単独クラウド

17
12.7%

オープン

（ハウジング）

24
17.9%

オープン

（自庁）

78
58.2%

メインフレーム

13
9.7%

出典：総務省資料を基に編集

20万人以上

次期更新で全体では 60.7%
がクラウド化される
20万人以上では28.3%で現
状から14.1増にとどまる
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大規模団体からよくよせられる懸念

共同利用する相手がいない、あわせられない

大規模自治体の意見として
小規模団体との共同利用ではコストメリットがない
制度、業務が異なり合わせられる相手がいない

という、「共同利用する相手がいない」ことが阻害原因

成功例から見る対応の可能性（クラウド導入団体ヒアリング結果）

大規模自治体同士の共同利用は充分に可能
（国民健康保険”料”と”税”でも共同利用できる）

小規模団体との共同利用でもコストメリットは享受できる
（共同利用により全団体のコスト削減率２０％を達成）

 システム更改時期が近い団体との共同利用化はメリット大
同じベンダ、同じパッケージを利用している団体との共同利

用を検討するのも手
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パッケージが適用できない、機能が合わない

大規模自治体の意見として
バッチ処理などでパッケージ機能では不足している
ベンダーの製品では機能が合わずカスタマイズ必須

という、「パッケージが適用できない」ことが阻害原因
SaaSはベンダ製品適用という点ではパッケージと同じ課題を持つ

成功例から見る対応の可能性（クラウド導入団体ヒアリング結果）

適切なパッケージを選定すれば、現行業務の機能と大きな
差異が出ない

大規模団体であればこそ、現行業務に固執せず、パッケー
ジの標準機能に合わせてカスタマイズを抑制することが重
要 （業務標準化は、ICTコスト削減に大きく寄与する）

業務標準化の推進は、パッケージ機能の強化にもつながる

大規模団体からよくよせられる懸念
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ハウジングの方が安くつく、コストメリットがない

大規模自治体の意見として
ライセンス問題など整理するとハウジングの方がコスト優位
セキュリティ問題など考えてもPaaS、IaaSにメリット感がない

という、「コストメリットがない」ことが阻害原因

成功例から見る対応の可能性（クラウド導入団体ヒアリング結果）

 ハードをクラウド化するだけでもコストメリットは出せる
自治体の状況に合えば、IaaSでもPaaSでもいずれでもよい
 ハードのクラウド化に成功すると、アプリケーションの共同利

用についても導入検討がしやすくなる
 クラウド化し、ベンダへ運用業務をアウトソーシングしたこと

により、職員の運用負荷や人件費等が軽減された
既存システムのICTコストを半減（5割減）

大規模団体からよくよせられる懸念
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APPILCはこれからも地域情報プラットフォーム標準仕様によ
るオープン化・マルチベンダーの促進を一層進めるとともに、
クラウドの普及に向けた様々な取り組みを推進していきます


